
備　考

公益法人の
区分

国認定、都
道府県認定

の区分

応札・応募者
数

※公益法人の区分については、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特殊財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）　必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

様式２－１

契約金額
（税込・円）

                           公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）及び
                           公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

番
号

公共工事の名称、場所、
期間及び種別

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

法人番号

一般競争入札・指
名競争入札の別
（総合評価の実

施）

予定価格
（税込・円）

落札率
（％）

公益法人の場合

該当なし



　

備　考

公益法人の
区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・応募
者数

※公益法人の区分については、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特殊財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）　必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

落札率
（％）

再就職の
役員の数
（人）

公益法人の場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）及び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

様式２－２

番
号

公共工事の名称、場所、
期間及び種別

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約によることとした
会計法令の根拠条文及び
理由（企画競争又は公募）

予定価格
（税込・円）

契約金額
（税込・円）

法人番号

該当なし



備　考

公益法人
の区分

国認定、都
道府県認定
の区分

応札・
応募者
数

1
福井労働局助成金センター（仮称）の
設置に伴う什器等購入整備一式

支出負担行為担当官
福井労働局総務部長
林田　淳一
福井市春山1-1-54

R4.9.21

エフケーユーテクニカル株
式会社
福井県福井市和田東１－
８１３

1210001000547
一般競争入札(最
低価格落札方式)

¥9,876,818 ¥8,039,174 81.4%

2
福井労働局助成金センター（仮称）の
設置に伴う事務室及び職業安定部レ
イアウト整備及び各種配線等付帯作業

支出負担行為担当官
福井労働局総務部長
林田　淳一
福井市春山1-1-54

R4.9.30
大電産業　株式会社
福井市春山1-6-15

4210001001864
一般競争入札(最
低価格落札方式)

¥9,911,473 ¥9,790,000 98.7%

※公益法人の区分については、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特殊財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）　必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

落札率
（％）

公益法人の場合

　　　　　　　　　　　　　　　　公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品役務等）及び
　　　　　　　　　　　　　　　　公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

様式２－３

番
号

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名
並びにその所属する部
局の名称及び所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

一般競争入札・指
名競争入札の別
（総合評価の実

施）

予定価格
（税込・円）

契約金額
（税込・円）

法人番号



備　考

公益法
人の区
分

国認定、都
道府県認
定の区分

応札・応
募者数

1
業務支援等システム用機器の購
入整備

支出負担行為担当官
福井労働局総務部長
林田　淳一
福井市春山1-1-54

R4.8.30

コンピュータ・システム
株式会社
京都市上京区笹屋町千
本西入笹屋４丁目２７３
－３

5130001002985

会計法第29条の３第４項、予算決算及び会計令102
条の４第３号
既にハード保守期限が経過しており機器不調の際
の復旧が困難な状況であり、ＯＳサポート期限が経
過しており不正アクセス等のリスクが高まっているた
め緊急の調達が必要である。また、前年度の同機器
調達においては、半導体不足により年度内の調達
が厳しいため断念した経緯があり、可能な限り早急
に調達する必要がある。

¥2,723,424 ¥2,288,000 84.0%

※公益法人の区分については、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特殊財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）　必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

落札率
（％）

再就職
の役員
の数
（人）

公益法人の場合

　　　　　　　　　　　　　公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）及び
　　　　　　　　　　　　　公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

様式２－４

番
号

物品役務等の名称及び数量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在

地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び
理由（企画競争又は公募）

予定価格
（税込・円）

契約金額
（税込・円）

法人番号


